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要旨 
本研究は，主として 2000年以降の業務核都市におけるオフィス立地の動向を明らかに
するとともに，今後の業務核都市のあり方を考えることを目的として，千葉・横浜・埼玉
中枢都市圏業務核都市の業務機能集積地区のうち，幕張新都心・みなとみらい 21地区・
さいたま新都心について事業所・企業統計，および経済センサスを用いて事業所数や従業
者数の推移の考察を，住宅地図を用いてテナント企業の分析を試みた． 
統計資料の分析からは，2000年以降，都心部や都心周辺部において従業者数の増加が見
られたほか，事業所あたりの従業者数についても，規模が拡大しつつあることがうかがえ
た．実際に，幕張新都心の大規模オフィスビルである幕張テクノガーデンの入居企業につ
いて分析すると，2001年以降に同ビルから都心部，および都心周辺部へ本社機能を有する
事業所を移転させている例が確認されたほか，同ビル，およびさいたま新都心に立地する
明治安田生命さいたまビルに入居するテナント企業は，ほとんどが県内や市内をサービス
エリアとする営業拠点であり，都心部への一極依存構造からの脱却には寄与していないと
考えられる． 
このほか，幕張新都心・さいたま新都心では，オフィスとしての利用が見込めないこと
から，未利用地であった街区の用途転換を行い，暫定的な商業施設や，住宅，医療機関と
して開発されている街区も存在し，都心部に過度に集中したオフィス就業の機会を創出す
るという，業務核都市本来の目的を達成したとは言い難い状況が，2000年以降も続いてい
ることが確認された． 
一方で，みなとみらい 21地区では，2000年以降，未利用地となっていた街区に相次い
で本社機能や研究部門を有するオフィスビルが竣工しており，その中には都心部からの移
転も見られる．この背景には，他の 2地区と比較して高水準な，市による積極的な企業誘
致支援措置があったと考えられる．とくに直近 5年間で未利用地の開発が大きく進展し，
2017年末における未利用地は，開発面積の 1割を切った． 
 1980年代後半から 1990年代にかけて，業務核都市整備はおおむね順調であったが，バ
ブル崩壊以降，都心部や都心周辺部へのオフィスの回帰が見られたことは事実である．換
言すれば，都心の範囲が拡大し，1980年代と比較してオフィス立地がより周辺地域に分散
したといえる．したがって，都心部に過度に集中したオフィスの分散移転を望むきっかけ
は少なくなり，業務核都市の存在意義も弱まってきている．しかしながら，さいたま新都
心や幕張新都心のように，変化する経済情勢やニーズに応えるべく，土地の用途転換を行
って開発を進展させており，業務地区の多機能化という，近年の都市開発のトレンドも反
映している．また，2011年の東日本大震災以降，さいたま新都心が広域交流拠点，広域防
災拠点として注目されてきていることも事実であり，整備に関する計画，および目標が，
時代とともにシフトしてきたことを肯定的に捉えることも可能である． 
 以上の 3地区では，3者 3様の開発・発展がみられたが，国による支援措置が廃止され
ている現在において，少なくともこれらの業務核都市が，開発の岐路に立たされているこ
とは言うまでもない．2000年以降のオフィス立地動向の面から見れば，みなとみらい 21
地区の開発が傑出しているが，他の 2地区の暫定利用されている街区や未利用地におい
て，今後どのような開発や高度利用が行われるかを注視していく必要がある． 
 
 
 
 
 
 
The change and actual conditions of office location in suburban 
core business cities in Tokyo Metropolitan Area 
 
Arita Hiroyuki 
 
Abstract 
The aim of this study is to clarify the change and actual conditions of office location in 
suburban core business cities in Tokyo Metropolitan Area after 2000 and to consider  
future directions of these cities. To this end, I selected three districts as the study area: 
Makuhari Shin-toshin, Yokohama Minato Mirai 21, and Saitama Shin-toshin. I 
examined the trends in the number of establishments and employees in these districts 
by using economic census and residential map. 
Analysis of statistical data revealed that the number of employees increased in the 
central Tokyo and its surrounding areas since 2000 and the number of employees per 
establishment was also increasing. In fact, analysis of the tenant enterprises in the 
Makuhari Techno Garden, which is a large scale office building in Makuhari Shin-toshin, 
I found that business offices having head office functions moved from the building to the 
central Tokyo after 2001. In addition, the tenant enterprises in the building and the Meiji 
Yasuda Seimei Saitama Building located in Saitama Shin-toshin have mostly sales bases 
within the prefecture and the city as a service area. This implies that that the suburban 
business cores does not contribute to the decentralization of offices from central Tokyo. 
In addition, in Makuhari Shin-toshin and Saitama Shin-toshin, by changing the land 
use of unused sites, some blocks are developed as a provisional commercial facility, a 
residential area, and a medical institution, because it is unlikely to be used as an office. 
Then it can be said that the 
original purpose of the suburban business core policy in Tokyo Metropolitan Area was 
not achieved, since 2000. 
In Minato Mirai 21, meanwhile, office buildings with headquarters functions and 
research departments have been completed in the block district that had been unused 
by the year 2000, including some relocation from the central Tokyo. It seems that 
measures promoted by Yokohama-City attracted enterprises more than the other two 
districts. In particular, the development of unused areas, greatly advanced in the last 5 
years, unused sites at the end of 2017, less than 10% of the development area. 
From the latter half of the 1980s to the 1990s, maintenance of suburban core business 
cities was largely smooth, but it is true that some offices returned to the central Tokyo 
since the collapse of the bubble economy. In other words, central Tokyo expanded, and it 
can be said that the office location was more dispersed in the surrounding areas than in 
the 1980s. Therefore, there have been few opportunities to transfer offices, and the 
significance of suburban core business cities is also weakening. However, like Saitama 
Shin-toshin and Makuhari Shin-toshin, there are advancing developments by changing 
how to use the sites. It is also the fact that Saitama Shin-toshin has been thought of as 
a wide area exchange base and disaster prevention base since the 2011 Eastern Japan 
Great Earthquake, affirming that the plan and objectives of maintenance have shifted 
with the times. 
Between the three districts mentioned above, the different way of development was 
found, but these Tokyo Metropolitan Suburban Centers are at the crossroads of 
development because the country's support measures have been abolished. From the 
viewpoint of the office location trend after 2000, the development of Minato Mirai 21 is 
outstanding, but what development and advanced utilization in the unused areas of the 
other two districts is necessary to pay close attention. 
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Ⅰ．はじめに 
 
1980 年代後半のバブル経済期の地価高騰により，業務機能が東京都区部に集中し，居住
機能の郊外分散が進行した．その結果，東京圏の市街地は半径 50～60km圏にまで拡大し，
長時間通勤や交通混雑等の大都市問題がより顕著となった．これらの問題に対処すべく，東
京都区部以外の地域で広域的な中心となるべき都市を重点的に育成・整備し，東京都区部へ
の一極依存構造をバランスのとれた多核多域圏型構造に改善する目的で設けられたのが業
務核都市である． 
 業務核都市の構想は，首都圏整備法に基づく第 4次首都圏基本計画（1986年）で打ち出
されて以降，約 30年が経過した．この間，バブル崩壊による東京都心部における地価の下
落，2000 年以降顕著な再開発などを経験し，東京大都市圏では業務機能の都心回帰の傾向
が見られる．こうした状況から，東京都心部への一極依存構造の是正を主張する声は近年か
なり小さくなってきたという指摘も存在する（大木 2011）． 
 しかしながら，2011 年に発生した東日本大震災では，東京都心部にも多くの被害をもた
らし，都心部の遠距離通勤者が帰宅困難者となるなど，一極依存構造の大規模災害に対する
脆弱性を露呈した．そのため，東京都心部に過度に集中した業務機能の郊外分散は，依然と
して重要な課題であることも確かである． 
 業務核都市におけるオフィス立地についての研究は，小川・石川（1991）が，業務核都市
に指定された幕張・川崎・大宮を対象とし，新業務地建設への示唆を与えることを目的に，
新都心における業務機能集積の特性を明らかにしたのをはじめ，佐藤（2001）や，太田（2001）
が，さいたま新都心の再開発に先駆けて行われた大宮駅西口地区の開発に伴うオフィス立
地の動向を述べている．また，佐藤・荒井（2003）は，さいたま市・横浜市・千葉市を比較・
検討し，それぞれの都市におけるオフィス集積の特徴，およびオフィス移転に伴う就業者の
居住地移動の特徴について述べている，しかしながら，東京大都市圏のオフィス立地に少な
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からず影響を及ぼしたと考えられる世界金融危機や，東日本大震災の前後の比較はほとん
ど見られない．そこで本研究では，主に 2000年以降の各業務核都市における事業所数およ
び従業者数の推移を確認し，特に，比較的早い段階から整備が行われていたさいたま・横浜・
千葉業務核都市について，オフィスビルに入居するテナント企業の転入・転出の動向を分析
する．これにより，既往研究ではほとんど言及されていなかった，2000 年以降の業務核都
市におけるオフィス立地の動向を明らかにするとともに，今後の業務核都市のあり方を考
えることを目的とする． 
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Ⅱ．研究の方法 
 
 第 4次首都圏基本計画（1986年）において，東京大都市圏では東京都区部，とりわけ都
心部への一極依存構造を是正し，業務核都市等を中心に自立都市圏を形成して多核多圏域
型の地域構造に再構築することを目的として 11都市圏が業務核都市に指定された．その後，
第 5次首都圏基本計画（1999年）では，業務核都市等を拠点的な都市と位置づけ，これら
の拠点的な都市を中心に自立性の高い地域を形成し，相互に機能分担と連携・交流を行う
「分散型ネットワーク構造」を構築することを目的として 4都市圏が追加された 1）（表 1）．
さらに，第四次全国総合開発計画（1987 年）の実施法として制定された多極分散型国土形
成促進法（1988 年）に基づき，基本構想承認の手続きや支援措置が定められた（同法第一
条ならびに第二十二条一項）． 
 
「この法律は，人口及び行政，経済，文化等に関する機能が過度に集中している地域から
これらの機能の分散を図り，地方の振興開発と大都市地域の秩序ある整備を推進し，並び
に住宅等の供給と地域間の交流を促進することにより，人口及びこれらの機能が特定の
地域に過度に集中することなくその全域にわたり適正に配置され，それぞれの地域が有
機的に連携しつつその特性を生かして発展している国土の形成を促進し，もって住民が
誇りと愛着を持つことができる豊かで住みよい地域社会の実現に寄与することを目的と
する」（同法第一条）． 
 
「国土交通大臣は，東京都区部における人口及び行政，経済，文化等に関する機能の過度
の集中を是正し，これらの機能の東京圏（東京都，埼玉県，千葉県，神奈川県及び茨城県
の区域のうち，東京都区部及びこれと社会的経済的に一体であると政令で定める広域を
いう）における適正な配置を図るため，東京圏における東京都区部以外の地域においてそ
の周辺の相当程度広範囲の地域の中核となるべき都市の区域（業務核都市を指す）につい
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て，事務所，営業所等の業務施設を集積させることによるその整備に関する基本方針を定
めなければならない（同法二十二条一項）． 
 
 この多極分散型国土形成促進法においては，業務核都市の区域のうち業務機能を特に集
積させるべき地区を業務施設集積地区として設定し，同地区を整備する上で中核となる中
核的施設（研究施設・展示施設・会議場施設・交通施設など）を整備し（表 2），民間の業
務施設等の立地を誘導するという考え方が採られている． 
 業務核都市に指定された 15都市圏は，東京都心部からおよそ 30～50kmに位置しており
（図 1），各都市圏が基本構想を策定し，整備を実施している．業務核都市の主な業務機能
集積地区は，1980年代末から 90年代初頭にはバブル経済のピークとも重なったことから，
基盤整備や企業立地は順調に進んだ．1989 年から 1994 年にかけて，東京都区部から業務
核都市へ 106件，約 33,000人の本社機能移転が確認されている 2）．しかしながら，業務核
都市として整備が開始された 1980 年代後半からおよそ 20 年間の東京都区部における事業
所数，従業者数，および事業所あたりの従業者数の変化を捉えるために従業者数を事業所数
で除した値の変化を確認すると（表 3），事業所数には単調に減少がみられる一方で，事業
所あたりの従業者数は増加傾向にある，このことから，東京都区部に立地している企業の成
長や，本社機能を持つような規模の大きい事業所が東京都区部へ転入してきた可能性が示
唆される． 
また，この間の各業務核都市における従業者数の推移を見ると（図 2），都市域ごとにみ
ると，必ずしも全ての業務核都市において整備の効果があったと判断することはできず，特
に，人口規模が小さく都心部から距離が離れた業務核都市が，東京都区部，とりわけ都心部
への一極依存構造を是正するという，業務核都市の当初の目的を達成し得たとは考えにく
い．また，多極分散型国土形成推進法によって指定された 11の業務核都市と東京都区部の，
2001 年から 2014 年までの東京圏における事業所数，および従業者数の占有率の変化（表
4，5）をみると，事業所数・従業者数ともに増加の傾向がみられる業務核都市は存在するも
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のの，依然として事業所数や，就業人口規模が小さく，業務核都市としての機能を果たして
いるとは言い難い都市域があることも事実である． 
また，事業所・企業統計調査より，2001 年から 2006 年にかけての東京圏の事業所数，
および従業者数の変化を見ると，事業所数は 4 都県すべてで減少しており，従業者は東京
都と東京都区部（1.1％），埼玉県（0.4％）が増加，千葉県（－3.7％），神奈川県（－1.3％）
が減少となっている．この結果について，大木（2011）は，2006年には就業人口が東京都
区部に回帰していると説明しているが，その後の変化をみると，とくに横浜市・千葉市・さ
いたま市においては事業所数・従業者数ともに増加が見られることから，必ずしも全ての業
務核都市において，都心回帰の傾向が現在まで引き続いているわけではなさそうである． 
 したがって，本研究では業務核都市のうち，東京都心部との距離が比較的近く，図 5に示
した新たに大規模な開発事業がなされた，千葉業務核都市の業務施設集積地区である幕張
新都心，横浜業務核都市の業務施設集積地区であるみなとみらい 21，埼玉中枢都市圏業務
核都市（以下，さいたま業務核都市）の業務施設集積地区であるさいたま新都心の 3地区に
おいて，詳細なオフィス立地動向を分析する． 
 分析にあたっては，まず事業所・企業統計調査，経済センサス等の既存のデータを利用し，
各業務核都市の業務施設集積地区においてどのような業種・業態の施設が，どの程度集積し
てきたかを分析する．また，業務機能の移転・集約の過程を把握するにあたっては，代表的
なオフィスビルに着目し，そこに入居するテナント企業の属性を住宅地図や企業ホームペ
ージなどを利用して調査する． 
 以上の分析によって，2000 年以降の業務核都市におけるオフィスの立地動向を明らかに
するとともに，業務核都市の整備によって，既往研究では明らかにされなかった 2000年以
降，東京都心部に一極集中した業務機能の分散が図られたのか，一方で有里（1998）や大木
（2011）によって示唆されたように，バブル崩壊後の臨海部開発に伴う都心回帰の影響を
受け，依然として業務機能を中心とした就業人口の集積形成が難しい状況であるのかを明
らかにし，今後の業務核都市のあり方を考える足がかりとしたい． 
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 また，本研究で扱う地域を東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県によって構成される東京圏
と，その都心を千代田区・中央区・港区の都心 3区，都心周辺部を都心以外の東京都区部と
定義し，東京圏における郊外として業務核都市をとりあげる．そして，これらの地域におけ
るオフィス立地の動向を把握するにあたっては，事業所・企業統計調査，および経済センサ
スにおける産業大分類のうち，農林水産業を除く事業所をオフィスと捉え，これらのオフィ
スに勤務する者をオフィス従業者として扱う． 
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Ⅲ．3 つの業務核都市の現状 
 
 千葉業務核都市・横浜業務核都市・さいたま業務核都市の業務施設集積地区は，それぞれ
幕張新都心，みなとみらい 21，さいたま新都心である．これら 3 地区の整備計画のフレー
ム，および代表的な大規模オフィスビルを表 6に示した．また，2017年現在の各業務施設
集積地区における 2017年末時点での土地利用が図 4，図 5，および図 6である． 
幕張新都心は，みなとみらい 21 地区のおよそ 3 倍，さいたま新都心の 10 倍以上の面積
を有し，業務機能や商業機能のほか，住宅や公園・緑地として使用されているスペースも多
く確保されている．大型コンベンション施設である幕張メッセを中核的施設と位置づけ，JR
海浜幕張駅を中心として，オフィスが多数立地する業務研究地区，文教地区など，明確に区
分されている．文教地区の南側には未利用地が多く残されているほか，タウンセンター地区
に立地する商業施設にも，暫定的に利用されている施設が多く見られる．就業人口は 15万
人を目指したが，2015年現在約 49,000人であり，計画のおよそ 30％に留まっている． 
みなとみらい 21 地区は，1993 年に竣工した，当時日本最大の高さを誇っていた横浜ラ
ンドマークタワーを筆頭に，開発用地の大部分を業務地区として位置づけられている．2004
年にはみなとみらい線が開通し，その後は未利用地に大企業の本社機能や研究施設の進出
が見られたり，大規模オフィスビルが建設されるなど，にぎわいを見せている．また，赤レ
ンガ倉庫やドックヤードガーデンの再利用，公園の整備等によって，観光の面でも大きな集
客力を有している．横浜市の資料によれば，2000 年には 5 万人程度であった就業人口が
2016年末にはおよそ 10万人にまで増加し，19万人と見込んだ計画就業人口の過半数を超
えた． 
さいたま新都心は前述の 2 つの業務機能集積地区と比較して，開発時期が後発となり，
オフィスビルが立ち並ぶような光景は実現しなかったが，政府機関の関東地方を管轄とす
るほとんどの出先機関，ならびに甲信越地方を管轄とする一部の出先機関が設置されたこ
とにより，約 7,000人の就業人口の増加が見られたのが，業務・行政機能集積地区である．
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このほか，さいたまスーパーアリーナが位置する文化機能集積地区，および JRさいたま新
都心駅東側には大型商業施設が立地している．街開きから 10年以上にわたって未利用地で
あり，近年まで暫定的に駐車場として利用されていた 8-1A 街区には，2017 年にさいたま
赤十字病院が埼玉県立小児医療センターとともに移転，開院した．これにより，さいたま新
都心における未利用地はなくなり，すべての区画で整備が完了したものの，就業人口の目標
である 57,000人には遠く及ばず，2015年現在の就業人口は約 19,000人であり，幕張新都
心同様，計画の約 30％となっている． 
 
Ⅲ-ⅰ．幕張新都心の現状 
 千葉業務核都市では，主に千葉市美浜区に位置する幕張新都心と，千葉市中央区に位置す
る千葉都心地区の 2 つの業務施設集積地区が設定されている．このうち幕張新都心は，千
葉県が 1973年に策定した「千葉新産業三角構想」3）を基本計画として，地方公営企業であ
る千葉県企業庁によって埋立造成された地区である．当初，埋立造成は海浜ニュータウンの
建設を目的としていたが，居住機能のみではなく，業務機能を含めた職住近接の都市開発に
方針が転換された．幕張新都心の開発にあたっては，埋立造成した用地を民間企業に売却し，
用地を取得した民間企業がオフィスビル等を建設する方式が取られている． 
 1990 年から 1994 年にかけて，業務研究地区には幕張テクノガーデン，ワールドビジネ
スガーデンという 2つのテナント型オフィスビルが進出した．また，日本 IBM，シャープ，
イオンなどが自社ビルで進出し，本社機能も多く集積するエリアとなったが，いまだ多く残
る未利用地は，近年，住宅地区へと用途転換されて公募をする案も浮上している 4）． 
 幕張新都心において，町丁目別に 2001年から 2014年までの産業大分類別事業所数，お
よび従業者数の変化をみると（図 7，8，9，10），2001年にはほとんど事業所が見られなか
った美浜区豊砂など，幕張新都心西側の街区においても，事業所の進出が確認でき，今なお
開発途上であることがうかがえる．また，事業所数・従業者数ともに，幕張新都心の業務研
究地区である中瀬 1丁目，および中瀬 2丁目では，運輸・通信業の割合の伸びが著しい．佐
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藤（2003）によれば，情報部門の立地動向について，依然として東京都内に多いものの，経
年的に見ると，郊外への立地が進んでいるとされた一方で，幕張新都心に立地する同部門の
多くが，幕張新都心で設立された企業が多数存在するとも述べられている．いずれにせよ，
2000年以降，幕張新都心に転入，あるいは転出した企業が多く見られたはずである． 
 ここで，中瀬 1 丁目に立地する大規模オフィスビル，幕張テクノガーデンの入居企業に
ついて，2003年および 2017年ゼンリン住宅地図別記をもとに分析を試みたい． 
 2017年ゼンリン住宅地図別記から把握できるテナントは 72社あるが（図 11），本社・本
部機能を有する企業は 14社であり，全体に占める割合は 20％程度である．入居するテナン
トのほとんどは千葉支店，あるいは幕張支店といったような千葉県内，千葉市内をサービス
エリアとする営業拠点であり，開発当初のような，外資系企業の本社・本部機能を備えた新
都心といった性格はみられなくなった．また，2003 年から 2017 年までの間に同ビルから
の撤退が確認された企業のうち，本社機能を有していた企業は 3社あるが，1社を除き，都
心部，および都心周辺部へと本社機能を移転させている．事業所・企業統計調査や，経済セ
ンサスを用いた分析において，運輸・通信業の集積が著しく見られたが，2003 年における
同ビルへの入居企業は，すでに 30％を越える割合で情報・通信業であり，2017年までの 14
年間でその割合に大きな変化がないことから，より小規模なビルに新規に設立，あるいは転
入した企業が多くあったと考えられる． 
幕張テクノガーデンからの撤退企業のみならず，自社ビルを保有していた BMW ジャパ
ンやキヤノンマーケティングが本社機能を都心に集約したことに鑑みれば，幕張新都心に
おける入居企業の規模は小さくなってきたといえる．また，図 9および図 10では豊砂にお
いて従業者数の増加が確認されたが，この一角には 2010年に進出事業予定者の募集（プロ
ポーザル方式）によって選定され，2013 年に開業したイオンモール幕張新都心をはじめと
する大型商業施設が立地しており，オフィスとしての利用がほとんど見られない街区であ
る．幕張新都心の整備の主体であった千葉県企業庁は，整備事業の中心を「用地取得・造成」
から「保有土地の管理・処分」へと移行させ，2015年度末をもって解体された．そのため，
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業務研究地区のみならず現在拡大が進められている西側の街区も含めて，この幕張新都心
では未利用地の活用を図るために土地の用途転換を余儀なくされてきたという事実も存在
し，業務核都市としての役割を十分に果たしてきたとは言い難い． 
 
Ⅲ-ⅱ．みなとみらい 21 地区の現状 
 横浜業務核都市では 6 つの業務施設集積地区が設定されているが，その都心としての機
能を与えられているのが，横浜駅周辺，関内・関外地区，および新たに整備が進められたみ
なとみらい 21 地区を一体とした地区である．この構想の基本計画は，1965 年に横浜市が
制定した「都心部強化事業」（みなとみらい 21事業）であり，既存市街地の都市再開発を起
源としている．1980 年に三菱重工横浜造船所の元牧ふ頭への移転が決定されると，その造
船所跡地と沖合を埋立造成し，みなとみらい 21地区の開発用地が確保された． 
 1993 年には横浜ランドマークタワーがオープンし，翌 1994 年には国立横浜国際会議場
（パシフィコ横浜）が，1997 年には大規模複合施設であるクイーンズスクエア横浜が完成
した．その後，みなとみらい線が 2004 年に開通し，みなとみらい 21 地区は横浜駅や渋谷
駅と直結され，鉄道によるアクセスが大幅に改善された．また，2010 年には羽田国際空港
の国際線ターミナルの供用が開始され，東京都心部のみならず，アジアや北米の都市とのア
クセスも向上している． 
 ここで，みなとみらい 21地区における，2001年から 2014年までの町丁目別産業大分類
別事業所数，および従業者数の変化を見てみたい（図 12，13，14，15）．業務地区の北側に
あたる，みなとみらい 4・5・6丁目において，2003年と比較して，2017年には多くの事業
所が新規に立地したことがうかがえるほか，横浜駅に近い場所では，製造業従事者の大幅な
増加が見られる．この一角には，2009 年に東京銀座から本社機能の移転をした日産自動車
グローバル本社が立地しており，オフィス就業者ベースで見ると，みなとみらい 21地区が
2000 年代以降，東京都心部からのオフィス機能移転の核としての機能を拡大させてきてい
ると言える． 
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その後も，長らく未利用地であったみなとみらい 6 丁目には，オフィスビルが相次いで
竣工し，2016 年には京急本社が，東京都港区からみなとみらい 21 地区への移転を決めた
6）．自社ビルを建設した富士ゼロックスは，研究開発拠点を同ビル内に集約したほか，近隣
のみなとみらいセンタービルに，営業拠点の一部を東京都心部から移転し，合わせて約
8,000 人の就業者をみなとみらい 21 地区に創出するなど，開発から長い年月を経て，未利
用地が着々とオフィスとして利用されつつある． 
 ランドマークタワーに入居するテナント企業について，ゼンリン住宅地図別記に基づい
て 2003 年，および 2017 年とで比較すると（図 16），住宅地図で確認できるテナントが，
2003年では 132社だったのに対し，2017年では 190社に増加しており，そのうち 26社は
本社機能を有している．また，2003 年から 2017 年にかけてランドマークタワーからの退
去が確認された事業所のうち，現在の所在地について把握できた 7社について，そのうち 3
社はみなとみらい 21 地区から撤退したが，2 社は同地区内の他のオフィスビルへの移転が
確認された．また，富士ゼロックス，東京海上火災保険はそれぞれ，みなとみらい 21地区
に自社ビルである富士ゼロックス R&Dスクエア，およびみなとみらいビジネススクエアを
建設し，都心部や，神奈川県内・横浜市内の営業拠点とともに集約された．2003 年以降に
ランドマークタワーに入居したと見られるテナントは 70 社存在するが，そのうち 48 社は
神奈川県内をサービスエリアとする営業拠点であり，ほとんどのテナントが数社で 1 フロ
アを共有している．2003年以降，規模の大きい営業拠点が，みなとみらい 21地区の他のオ
フィスビルや自社ビルに移転したことに伴い，より規模の小さい営業拠点がランドマーク
タワーに進出してきたことがうかがえる． 
佐藤（2007）は，以上のオフィス移転の動向を，フィルタリングプロセスの視点から分析
し，みなとみらい 21地区の開発が，テナント企業の連鎖移動を誘発させ，結果的には既存
市街地内のオフィスビルに入居するテナント企業の選別格下げを引き起こしていると結論
付けたが，その後の動向を見ると，日産自動車グローバル本社が本社機能を都心から移転し
たり，富士ゼロックスが研究開発拠点を同地区内に集約させるなど，新しい動きも確認でき
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る． 
 幕張新都心とは異なり，未利用地が主としてオフィスとして利用されるようになってき
た背景には，横浜市がみなとみらい 21地区への企業本社や研究所誘致を目指して，事務所・
研究所用建物を新築する場合，固定資産税・都市計画税の税率が 5 年間 2 分の 1 に減額す
るとともに，最大 20億円の助成金を交付するという，他の 2地区と比較して高い水準の企
業立地支援措置を行っていたことがある．それに加えて，2015 年度に市条例に基づく助成
金を増額したことも影響した可能性がある．完成済み用地の面積は，2007 年末が 51ha，
2012 年末が 54ha と微増傾向だったが，その後の 5 年間で急激に伸びた．小学校などの期
間限定利用を除いた「未利用地」は，みなとみらい線新高島駅周辺を中心に 2017年末で 8ha
となり，全体の 1 割を切った 6）．市の積極的な企業誘致戦略が，2000年以降のみなとみら
い 21地区におけるオフィスビル建設を誘導し，未利用地を用途転換することなくオフィス
として利用されたという点において功を奏したと言える． 
 
Ⅲ-ⅲ．さいたま新都心地区の現状 
 さいたま業務核都市は，大宮・さいたま新都心，および浦和地区の 2つの業務施設集積地
区を設定している．その中核であるさいたま新都心は，旧大宮操車場跡地を中心とした 47ha
で，幕張新都心の 10分の 1以下，みなとみらい 21 地区の約 4 分の 1と規模が小さく，開
発の時期も後発となった．一方で，1988 年に多極分散型国土形成促進法に基づいて移転が
決定され，2000 年に集団的移転が行われた国の地方支部局を中心とした広域的な行政機能
を有している．同年には JRさいたま新都心駅が開業，街開き式典が開催され，中核的施設
であるさいたまスーパーアリーナがオープンしたが，大規模な民間オフィスビルは 2002年
に竣工した明治安田生命さいたまビルのみであり，JR駅東側の民間企業所有地には，2004
年に大型商業施設がオープンした． 
 さいたま新都心における，2001 年と 2014 年の町丁目別産業大分類別事業所数，および
従業者数を図 17～図 20に示した．事業所数については，幕張新都心やみなとみらい 21地
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区で確認されたような傑出した特徴はないが，従業者数について，国の地方支部局をはじめ
とする行政機関の集団的移転が 2000 年に行われたことを考えれば，2001 年以降の公務従
事者数にほとんど変化が無いはずでる．そのかわり，図 18 ではさいたま新都心において
2001 年以降，サービス業従事者の増加が見られる．加えて，この間，さいたま新都心に先
立って開発が行われていた大宮駅周辺の産業大分類別事業所数，および従業者数にも変化
が見られ，さいたま新都心の開発・整備が，周辺地区のオフィス立地の傾向に何らかの影響
を及ぼした可能性が示唆される．とりわけ，JR さいたま新都心駅や JR 大宮駅の東側の地
区において，2001 年にはほとんど集積が見られなかった運輸・通信業の事業所数・従業者
数が，2014年では一定数確認できる．2004年には首都高速さいたま新都心線，新都心出入
口が開通し，鉄道のみならず，自動車による東京都心部へのアクセス容易性が向上したこと
も要因の一つと考えられる． 
さいたま新都心にはこの間，3棟のオフィスビルが竣工したが 7），最も規模の大きい明治
安田生命さいたまビルに入居するテナント企業について，ゼンリン住宅地図別記を用いて
2003年，2007年，および 2017年を比較する 8）．両年次ともに，本社・本店の機能を持つ
テナントは多くはなく，2017年における同ビル入居企業 91社のうち，本社・本店機能を有
する事業所は 14社のみである（図 21）．事業所名に「北関東支店」や，「関東甲信越支店」
の文字が見られる企業が 30社確認でき，企業により営業ブロックの範囲は異なると考えら
れるものの，概してさいたま市以北をサービスエリアとする，支店および営業拠点の役割を
果たす事業所が目立つ．幕張テクノガーデンや，横浜ランドマークタワーと比較して本社・
本店機能を持つ事業所の割合は少ない一方で，営業拠点については，他の 2 地区と比較し
て広域的なエリアを管轄とするものが多く，都心部とのアクセスというよりむしろ，北陸や
東北地方と新幹線によって結ばれている JR 大宮駅とのアクセスも，さいたま新都心に進出
する企業にとって重要な視点であったように思われる．また，「政府関連企業」の事業所数
は 5社と多くはないものの，この 5社のみで全 38フロアある LAタワーの 6フロアを占有
している．このように，さいたま新都心の特徴として，行政機関との強い関連性がある．こ
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れは，既往研究において述べられた大宮駅周辺のオフィス集積の特徴とも異なる，2000 年
以降の特徴である． 
本社・本店機能を有する 14社の事業所のうち，12社はさいたま市内の他の区から明治安
田生命さいたまビルに移転をし，残る 2 社は県内のさいたま市外から，および栃木県内か
ら移転してきた事業所であり，東京都心部，あるいは東京都区部からの移転は見られない．
一方で，2003 年以降に同ビルから撤退したテナント企業のその後の立地動向について，企
業ホームページ等から確認することができた 7社のうち，1社はさいたま市外へ移転させて
いるが，残る 6 社はすべて大宮駅周辺のビルにオフィスを移転させている．これらの事業
所はいずれも，広域的な営業拠点としての機能を有しており，このうち 3社が 2005年以降
に新規に竣工したオフィスビルへ，鹿島建設は 2009年に自社ビルである大宮プライムイー
ストを建設し，2012 年に移転を行っている．このことから，さいたま新都心の整備によっ
て新たな郊外核が形成されたというより，すでに開発が進んでいた大宮駅周辺へのオフィ
ス集積がより活発になったと捉えることもできる．実際に，2015 年におこなった，さいた
ま新都心から大宮駅周辺に移転をした企業へのヒアリング調査においても，JR大宮駅が都
心部，および北陸や東北地方とのアクセスに優れている側面を評価する声が聞かれた． 
さいたま新都心の「シンボル的な業務商業地区」を予定されていた 8-1A街区（図 6）に
ついては，「さいたまタワー計画」9）や「MNDさいたま計画」10）の候補地となるも，リー
マンショックや政治情勢の変化もあって白紙撤回され，さいたま新都心の街開きから 10年
以上にわたって未利用地とされていたが，2017 年に，さいたま市岩槻区から埼玉県立小児
医療センターを，同市中央区からさいたま赤十字病院をそれぞれ移転し，併設開院させた． 
最後まで未利用地となっていた 8-1A街区にさいたま赤十字病院が移転・開院したことに
より，さいたま新都心のすべての区画の整備が完了したものの，計画当初の「シンボル的な
業務商業地区」から，土地の用途転換が行われた．加えて，JRさいたま新都心駅東側の民
間企業所有地にはショッピングモールが建設され，明治安田生命さいたまビルや，行政機関
が多数入居するビルが存在する業務・行政機能集積地区，およびさいたまスーパーアリーナ
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が開業した文化施設集積地区を除き，オフィスビルの建設や，就業人口の増加は，計画にあ
ったほどには進められることはなかった．しかしながら，2011 年の東日本大震災以降，さ
いたま新都心が広域交流拠点，広域防災拠点として注目されてきていることも事実であり
11），新都心整備に関する計画，および目標が，時代とともにシフトしてきていることもうか
がえる． 
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Ⅳ．都心周辺部と業務核都市との比較 
 
 表 3において，1986年から 2006年までの 20年間の事業所数，および従業者数の変化か
ら，東京都区部に立地している企業の成長や，本社機能を持つような規模の大きい事業所が
東京都区部へ移転してきた可能性が示唆された．これと業務核都市の動向を比較するため
に，2001 年以降，東京都区部ならびに都心部や都心周辺部においても同様に，表 7，表 8
に示した．これによれば，都心部のみならず，都心周辺部においても，表 3に見られた東京
都区部と似通った推移を示している．このことから，事業所あたりの従業者数は，都心部と
同様に，都心周辺部においても増加の傾向がみられ，業務核都市と比較して従業者規模の大
きな事業所の集積があったと考えられる． 
坪本（2015）は，1996 年から 2006 年までにおいて，とりわけ製造業の立地傾向につい
て，事業再構築（リストラクチャリング）が進むなかで，都心地域から周辺地域への立地が
選択され，強化されていると述べている．確かに，この 20年間で業務核都市では，都市イ
ンフラや中核的施設が整備されてきた一方で，交通ネットワークに関しては，業務核都市間
のアクセスを可能にするはずであった圏央道や外環道等の環状道路は未だ整備途上であり，
むしろ東京都区部，とりわけ都心周辺部における地下鉄網の整備や，放射方向の路線の充実
のほうが目立つように思われる 12）． 
 幕張新都心に関する分析では，2000 年以降に，本社機能を有する事業所を都心周辺部へ
移転させる事例も見られた．バブル経済期のような例外的な時期を除けば，業務核都市に新
たに進出・定着する企業は，都心部との近接性を必要としない情報・通信業や，バックオフ
ィス的部門が中心であり，2000 年代初頭までを分析対象としていた既往研究の結論から大
きな変化はみられなかった．しかしながら，バブル崩壊以降，都心部や都心周辺部における
地価の下落と，オフィスの都心回帰や都心周辺部への再移転を経験し，多くの未利用地が残
された業務核都市は近年，オフィス利用を断念して土地の用途転換を行ったり，自治体によ
る企業誘致措置を強化するなどして，暫定利用も含めてではあるが未利用地の開発・整備を
- 20 - 
 
進めてきている．実際に，さいたま新都心ではすべての区画で整備が完了し，みなとみらい
21地区においては，この 10年間で多くの未利用地がオフィス利用されてきている． 
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Ⅴ．まとめ 
 
 以上，幕張新都心，みなとみらい 21 地区，さいたま新都心について，主に 2000 年以降
のオフィス立地の変化，および現状について分析を試みた（表 9）． 
 第Ⅱ章で整理したとおり，業務核都市の育成・整備には，都心部に過度に集中した業務機
能の一部を郊外に分散配置し，都心部への一極集中や，過密に伴う都市問題を是正する目的
があった．第Ⅱ章における分析や，佐藤（2007），大木（2011）を参考にすれば，とりわけ
1980 年代後半から 1990 年代にかけては，業務機能の郊外分散が一定の規模で進展し，オ
フィスの郊外への分散立地や進出があったと言える．しかしながら，2000 年以降の業務核
都市におけるオフィス立地動向，および都心部や都心周辺部の事業所あたりの従業者数の
推移を見ると，幕張新都心では本社機能を都心周辺部に移転させる事例が見られたほか，都
心部や都心周辺部において，従業者規模の大きい事業所の立地が進んでいることも明らか
となった． 
 さいたま新都心や幕張新都心では，バブル経済崩壊以降，オフィスビルの建設が計画通り
に進められず，未利用地となっていた地区が商業施設として暫定利用されたり，土地の用途
転換をおこなって開発が行われている街区が多く見られ，いずれの地区も，就業人口は計画
の 30％程度に留まっている．しかしながら，佐藤（2010）でも述べられているように，最
近の消費性向によれば日帰りで気軽にショッピングやレジャーを楽しむことのできる「都
市観光」のあり方も注目されていることから，多くの集客が期待できる商業機能や娯楽・余
暇機能の誘致を検討すべきとの意見も存在する．さいたま新都心の事例では，新たに開発さ
れた地区のみならず，大宮駅周辺地区においてオフィスビルの立地を誘発した可能性も示
唆され，目標就業人口の 30％という数字以上に，オフィス就業の機会を生み出したとも考
えられる． 
みなとみらい 21地区では，横浜市による積極的な企業誘致措置の結果，開発から久しく
未利用地であった街区において日産自動車グローバル本社の都心部からの移転や，富士ゼ
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ロックス，東京海上火災保険の営業拠点の移転・集約をはじめとするオフィス利用が認めら
れ，現在では未利用地が開発面積の 1 割未満となっている．また，就業人口は計画の 50％
を超え，未利用地を用途転換することなく，オフィス用地として活用している点において，
他の 2地区とは異なる特徴を有している． 
 近年では，首都圏白書において業務核都市の役割に関する記述は残っているものの，以前
と比べて関心が大幅に低下していることは否めない．実際に，国による業務核都市支援策も
すでに廃止されている．このような現状を踏まえれば，少なくとも，現在業務核都市は，整
備・開発の岐路に立たされているといえるだろう．本研究で扱った 3つの地区においても，
2000 年以降のオフィス立地の動向には大きな差異が確認された．都心部や都心周辺部から
の，オフィスの集約・移転の機会の創出という，業務核都市本来の目的を達成しつつあるの
は，横浜みなとみらい 21地区のみであるが，これは，市が主導となった，積極的な支援措
置によるところが大きいと考えられる． 
 3地区とも，商業施設として暫定利用されていたり，未利用地になっている街区が少なか
らず残っている．今後，これらの街区がどのように開発・高度利用されるかが，これらの地
区で就業人口がどのように目標人口に近づいていくかにかかっていると考えられる．業種
や業態を限定し，より詳細にオフィス立地動向を捉えるとともに，今後の開発に十分注視し，
観察することを課題としたい． 
 
 
ご多忙の折，快く訪問調査にご協力いただきました，さいたま市 都市局 都心整備部，鹿島建設の担
当者様に，心より御礼申し上げます．また，首都大学東京大学院 都市環境科学研究科 地理環境科学
域 都市・人文地理学研究室の諸先生方，学部生，大学院生の皆様から貴重なご意見を賜りました．作
図に際しては、地理情報支援ソフト「MANDARA」を使用しました．末筆ながら，深く感謝を申し上げ
ます． 
 
- 23 - 
 
文献 
有里典三 1998 東京一極集中と東京圏の再編―業務核都市構想の批判的検討―．創価大
学通信教育部論集 1：27-48 
大木健一 2011 業務核都市のこれまで、これから．アーバンスタディ 52：76-95． 
菊池慶之 2010 オフィス機能の立地に関する研究の動向と課題―分散と再集中の視点を
中心に―．地理学評論 83-4：402-417 
佐藤英人 2001 東京都市圏におけるオフィス立地の郊外化メカニズム―大宮ソニックシ
ティを事例にして―．人文地理 53-4：353-368 
佐藤英人・荒井良雄 2003 情報部門の機能強化に伴うオフィス立地の郊外化―幕張新都
心の事例から―．人文地理 55-4：367-382 
佐藤英人・荒井良雄 2003 オフィスの郊外立地に伴う就業者の住居選択―大宮，幕張，
横浜を事例として―．地理学評論 76-6：450-471 
佐藤英人 2007 横浜みなとみらい 21地区の開発とオフィス移転の関係―フィルタリン
グプロセスの検討を中心に―．地理学評論 80-14：907-925 
佐藤英人 2010 転換期を迎えた業務核都市構想―オフィス就業の郊外分散のゆくえ―．
都市住宅学 68：1-6 
佐藤英人著．2016『東京大都市圏郊外の変化とオフィス立地―オフィス移転からみた業務
核都市のすがた―』古今書院． 
坪本裕之 1996 東京大都市圏におけるオフィス供給と業務地域の成長．人文地理 48-
4：21-43 
坪本裕之 2015 1990年代中期から 2000年代中期にかけての東京都心業務地域の空間変
容―（旧）事業所・企業統計の小地域集計を用いた分析を中心に―．日本都市学会年報 
48：219-227 
 
 
- 24 - 
 
資料 
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ゼンリン住宅地図（2003年・2007年・2017年） 
事業所・企業統計調査（1986年・1996年・2001年・2006年） 
経済センサス（2014年） 
 
注 
1）ただし，多摩については，第 4次首都圏基本計画において既に業務核都市に指定されていた，八王子・立川業務核
都市に編入させる形で，一つの都市圏を形成している． 
2）（株）帝国データバンク発行の東京都・本社移転企業調査による．また，1980年代末から 90年代初頭の基盤整備や
企業立地の動向については，佐藤（2016）に詳しい． 
3）幕張新都心のほか，成田国際空港と，かずさアカデミアパーク（木更津市）を基幹プロジェクトとした． 
4）日経不動産マーケット情報より 
5）日本経済新聞 2016.3.29 
6）YOMIURI ONLINE 2018.1.5 
7）他に，小池ビル Porte，および FSKビル 
8）2003年当時，明治安田生命埼玉ビルは竣工から間もなく，空室が多くあるため，2007年のデータも併せて用い
た． 
9）埼玉県，およびさいたま市は 2004年に地上デジタル放送用の 600メートル級電波塔「さいたまタワー」の誘致活
動を開始したが，電波障害の規模が墨田区のそれを大幅に上回るとされ，落選した． 
10）さいたまタワーの選考に落選した後，埼玉県・さいたま市・都市再生機構はシンボル高層ビルを募集し，三菱地所
ほか三社により建設が予定されていたが，不況により企業団と行政側での折り合いがつかず，2010年に白紙撤回され
た． 
11）内閣府「首都圏広域防災拠点整備基本構想」では，さいたま新都心は基幹的広域防災拠点として位置づけられてい
る． 
12）例えば，2008年には豊島区や新宿区，渋谷区等を結ぶ地下鉄副都心線が開通し，2015年には都心周辺部を環状に
結ぶ首都高速中央環状線が全線で供用を開始した． 
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図 1 業務核都市と東京都心部との位置関係（首都圏整備に関する年次報告より作成） 
 
 
図 2 1986 年～2006 年における各業務核都市の事業所数の推移 
（事業所・企業統計調査より作成） 
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図 3 千葉・横浜・さいたま業務核都市と都心との位置関係 
 
 
図 4 幕張新都心における土地利用（千葉県企業庁資料・千葉市 HPを参考に作成） 
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図 5 みなとみらい 21 地区における土地利用（横浜市 HPを参考に作成） 
 
 
図 6 さいたま新都心における土地利用（さいたま市HPを参考に作成） 
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図 7 2001 年における幕張新都心周辺の産業別事業所数（事業所・企業統計調査より作
成） 
 
 
図 8 2014 年における幕張新都心周辺の産業別事業所数（経済センサスより作成） 
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図 9 2001 年における幕張新都心周辺の産業別従業者数（事業所・企業統計調査より作
成） 
 
 
図 10 2014 年における幕張新都心周辺の産業別事業所数（経済センサスより作成） 
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図 11 2003年および 2017年における幕張テクノガーデン入居企業の分類 
（ゼンリン「住宅地図（別記）」より作成） 
 
 
図 12 2001年におけるみなとみらい 21周辺の産業別事業所数 
（事業所・企業統計調査より作成） 
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図 13 2014年におけるみなとみらい 21周辺の産業別事業所数 
（経済センサスより作成） 
 
 
図 14 2001年におけるみなとみらい 21周辺の産業別従業者数 
（事業所・企業統計調査より作成） 
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図 15 2014年におけるみなとみらい 21周辺の産業別従業者数 
（経済センサスより作成） 
 
 
図 16 2003年および 2017年における横浜ランドマークタワー入居企業の分類 
（ゼンリン「住宅地図（別記）」より作成） 
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図 17 2001年におけるさいたま新都心周辺の産業別事業所数 
（事業所・企業統計調査より作成） 
 
 
図 18 2014年におけるさいたま新都心周辺の産業別事業所数 
（経済センサスより作成） 
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図 19 2001年におけるさいたま新都心周辺の産業別従業者数 
（事業所・企業統計調査より作成） 
 
 
図 20 2014 年におけるさいたま新都心周辺の産業別従業者数（経済センサスより作成） 
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図 21 2003年，2007年，2017年における明治安田生命さいたまビル入居企業の分類 
（ゼンリン「住宅地図（別記）」より作成） 
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表 1 業務核都市の一覧 
 
（首都圏整備に関する年次報告より作成） 
 
表 2 各業務核都市の業務機能集積地区や中核施設 
 
（各市HPを参考に作成） 
 
 
第4次首都圏基本計画で位置づけられた業務核都市 第5次首都圏基本計画で位置づけられた業務核都市
横浜
川崎
厚木
八王子・立川 多摩
青梅
熊谷・深谷
浦和・大宮
土浦・つくば・牛久
成田・千葉ニュータウン
千葉
木更津
町田・相模原
川越
春日部・越谷
柏
都県
業務核都市および
基本構想の名称
主な業務機能集積地区
および中核施設
八王子・立川・多摩業務核都市 八王子駅前再開発地区
青梅業務核都市 青梅市民ホール
川崎業務核都市 マイコンシティセンター
横浜業務核都市 みなとみらい21地区
町田・相模原業務核都市 まちだテクノパーク
厚木業務核都市 サテライトビジネスパーク
春日部・越谷業務核都市 越谷レイクタウン
埼玉中枢都市圏業務核都市 さいたま新都心
熊谷・深谷業務核都市 テクノグリーンセンター
川越業務核都市 鏡山酒造跡地活用施設
千葉業務核都市 幕張新都心
木更津業務核都市 かずさアカデミアパーク
成田・千葉ニュータウン業務核都市 成田国際空港
柏業務核都市 （現在まで基本構想の策定に至っていない）
茨城県 土浦・つくば・牛久業務核都市 筑波研究学園都市
東京都
神奈川県
埼玉県
千葉県
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表 3 東京都区部における事業所数・従業者数の変化 
 
（事業所・企業統計調査および経済センサスより作成） 
 
表 4 東京圏における各業務核都市の事業所数占有率の変化 
 
（事業所・企業統計調査および経済センサスより作成） 
 
表 5 東京圏における各業務核都市の従業者数占有率の変化 
 
（事業所・企業統計調査および経済センサスより作成） 
 
 
1986年 1996年 2006年
事業所数 665,863 629,221 557,107
従業者数 6,765,628 7,476,744 7,213,675
従業者数／事業所数 10.16 11.88 12.95
2001年 2006年 2014年
東京都区部 38.97% 39.02% 37.13%
横浜 7.76% 7.68% 8.51%
川崎 2.86% 2.82% 3.04%
厚木 0.69% 0.69% 0.70%
八王子・立川・多摩 2.02% 2.11% 2.19%
青梅 0.35% 0.34% 0.34%
熊谷・深谷 1.07% 1.07% 1.00%
さいたま 2.79% 2.83% 3.03%
土浦・つくば・牛久 1.12% 1.18% 1.27%
成田・千葉ニュータウン 0.44% 0.53% 0.56%
千葉 2.00% 1.97% 2.16%
木更津 0.36% 0.35% 0.36%
2001年 2006年 2014年
東京都区部 42.83% 43.34% 43.83%
横浜 8.09% 8.12% 8.55%
川崎 3.00% 2.94% 3.17%
厚木 0.85% 0.83% 0.82%
八王子・立川・多摩 2.20% 2.29% 2.26%
青梅 0.34% 0.33% 0.30%
熊谷・深谷 0.94% 0.90% 0.82%
さいたま 2.79% 2.87% 2.97%
土浦・つくば・牛久 1.15% 1.23% 1.28%
成田・千葉ニュータウン 0.63% 0.67% 0.67%
千葉 2.35% 2.22% 2.35%
木更津 0.30% 0.29% 0.29%
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表 6 調査対象地域の概要 
 
（各市HPを参考に作成） 
 
表 7 調査対象地域における 2001年から 2014年の事業所数の推移 
 
赤字は 2006年と比較して増加，青字は減少を表す． 
（事業所・企業統計調査および経済センサスより作成） 
 
表 8 調査対象地域における 2001年から 2014年の従業者数の推移 
 
赤字は 2006年と比較して増加，青字は減少を表す． 
（事業所・企業統計調査および経済センサスより作成） 
幕張新都心 みなとみらい21 さいたま新都心
開発面積 522ha 186ha 47ha
幕張メッセ 国立横浜国際会議場 さいたまスーパーアリーナ
主なオフィスビル 幕張テクノガーデン 横浜ランドマークタワー 明治安田生命さいたまビル
上記ビルの入居開始年 1990年 1993年 2002年
主な中核的施設
2001年 2006年 2014年
東京都区部 586,792 556,857 526,391
都心3区 122,365 123,749 111,434
都心周辺部 464,427 433,108 414,957
横浜市 116,914 109,548 120,610
さいたま市 41,949 40,371 42,993
千葉市 30,072 28,145 30,601
東京圏全体 1,505,792 1,427,093 1,417,676
事業所数の推移
（単位：事業所）
2001年 2006年 2014年
東京都区部 7,129,762 7,209,058 8,062,513
都心3区 2,434,105 2,501,191 2,808,563
都心周辺部 4,695,657 4,707,867 5,253,950
横浜市 1,346,986 1,351,339 1,572,541
さいたま市 465,127 477,991 546,878
千葉市 392,070 369,581 431,946
東京圏全体 16,648,537 16,632,131 18,394,121
（単位：人）
従業者数の推移
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表 9 2000年以降の 3地区における主な整備・開発 
 
 
現在の就業人口
／計画就業人口
2000年以降の
未利用地の主な整備
業務核都市としての現状と
今後の展望
幕張新都心
49,000人（2015年）
／15万人
・文教地区の一部が住宅用地に変更され，
高層マンションや商業施設，医療モール，小
学校，公園などが開発・整備される予定であ
る．
・バブル経済の崩壊以降，オフィスビルの建
設が予定通り進められず，土地の用途転換を
行った街区が多く見られる．
・オフィスとしての利用に固執することなく，商
業機能や娯楽・余暇，住居機能の誘致が活
発になされるべきである．
さいたま新都心
19,000人（2015年）
／57,000人
・8-1A街区において，さいたま赤十字病院が
埼玉県立小児医療センターとともに移転，開
院した．
・JRさいたま新都心駅東側の民間企業所有
地に大型商業施設がオープンした．
・世界金融危機等の経済情勢の影響により，
8-1A街区ではオフィスビルの建設が頓挫す
るなど，事業所数・従業者数ともに当初の計
画の30％程度となっている．
・東日本大震災以降，広域防災拠点としての
重要性が再認識されており，合同庁舎に移
転した行政機関の地方支部局や，さいたま
スーパーアリーナを活用した開発がなされる
べきである．
みなとみらい21
10万人（2016年）
／19万人
・日産自動車グローバル本社や，富士ゼロッ
クスの自社ビルのほか，京急グループ本社
の移転が決定している．
・音楽アリーナやホール等の文化施設の整
備が計画されている．
・横浜市が主導となった積極的な支援措置の
結果，未利用地であった街区のオフィス利用
が認められる．
・未利用地は2017年末時点で，開発面積の1
割未満となり，残る未利用地のオフィス利
用，および暫定利用施設の定着を図るべきで
ある．
